









　東日本大震災で発生した津波により児童 74 名・教職員 10 名が死亡した事
例につき国家賠償責任の成否が問題となった大川小学校事件に関して，その















(1) 同判決は，上告・上告受理申立てがされた後に最高裁が令和元年 10 月 10 日付
で棄却・不受理の決定を行い，そのまま確定した。
(2) 米村滋人А津波災害に関する過失判断ИЙ災害損害賠償責任論・序説Б論究ジ
ュリスト 30 号 92 頁
(557)




















































(5) 橋本佳幸А㈶法人自体の不法行為㈵の再検討Б論究ジュリスト 16 号 57 頁。


































































　石巻市立大川小学校の児童らは，2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分頃の地震発
生直後に一旦校庭に避難したものの，同校教員の指示により 15 時 30 分頃ま
で校庭で待機した。最終的に，北上川堤防付近の小高所（А三角地帯Б）への


























校保健安全法 26 条ないし 29 条に基づき，……平成 22 年 4 月末の時点にお





保義務は，平成 22 年 4 月末の時点においては，個々の在籍児童及びその保
護者に対する具体的な職務上の義務……を構成するに至っていたБ。
(b) 学校保健安全法А26 条ないし 29 条は，地方公共団体が設置する学校に
関していえば，教育委員会，その運営主体である学校及びその運営責任者で
ある校長に対し，公教育制度を円滑に運営するための根源的義務を明文化し











































































































































































































































































































































(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё241
